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要約

1948年福井地震は震源近傍において震度7を記録するとともに，地震火災によって

福井市等を焼失させた。人的被害を低減する目的で，福井地震時の人間行動についてアン

ケートによる実態調査を実施した。その内容は揺れの最中から火災による避難までの様々

な人間行動ならびに死傷および、建物被害である。以下に主な結果を示す。

(1) 対象地域の建物倒壊率は6割を超えており，また木造建物が「壁にヒピが入る」程度

の被害でも，その4割の屋内で重量家具が移動や転倒を起こした。

(2) このような大きな括れのために，室内行動は「外に飛び出す」行動が顕著である。だ

が建物が「大きく傾く」あるいは「倒壊する」状況では，この行動が制約された。

(3) 揺れの最中の室内行動を積極的防災行動と消極的防災行動に分類すれは側で火気器

具を使用中であったり側に人がいた者，さらに日常生活で家庭の中心的役割を担ってい

る人々や男性が積極的防災行動を起こしたが，建物被害が「倒壊Jへと顕著になると積

極的防災行動が起こせなくなった。

(4) 死傷者発生率はおよそ1割に達した。近年の地震による負傷者発生率と比較すれば，震

度が一段階上昇すると，死傷者発生率を 1オーダー上げる傾向がある。また体力的に劣

る10才未満の年少者，高齢者に死傷者発生率が高い。とくに 10才未満の年タ者の死

傷は周囲の人々の保護行動が充分に発揮できなかったことによる。

(5) 死傷はその7割近くが揺れの最中に発生し，その原因は家の倒壊がそのほとんどを占

め 1ヶ月以上の重傷者は負傷者の 20婦に上る。また負傷部位は足周りが多<.歩行

*東京都立大学都市研究センター・工学部

**東京都立大学都市研究センター

紳キ東京都立大学大学院(現電通国際情報サービス)

****福井工業大学建設工学科

本論の一昔Eは都市計画第138号に

発表したものである。



60 総合都市研究第26号

困難あるいは歩行不能になった者は負傷者のほぼ半数に及ぶ。

(6) 30代は積極的防災行動を起こす傾向があり，そのために負傷者発生率は体力的弱者と

ともに高くなった。

(7) 以上のように物的・人的被害が顕著であったために，外出者の多くが家族の安否を求

めて， まず始めに帰宅行動をとった。

(8) 福井地震においても近隣住民の間で愛他的行動が生起し家屋の下敷きになっている

人を3割の人が救助し，また住民協力による消火活動や救助活動も活発であった。

(9) 避難行動は災害形態によって異なり，退避行動と広域避難行動に分類できる。退避行

動は家屋の顕著な破壊により，また広域避難行動はおよそ 100mまで接近した火災に

より生じた。そのため退避行動では自宅近くの場所へ地震直後に避難し，広域避難行動

ではやや遠方への避難を強いられた。特に退避行動は家族内に弱者が存在する者ほど起

とす傾向がある。

~O) 家族数の少ない者ほど，また発震時に自宅にいた者ほど早めに避難を開始した。避難

に際しては周囲の人々(他人)の言動に左右されずに自分自身によって決め，また避難

行動は家族ごとに行われた。

~1) 今回の調査結果では避難場所までに要した時間は約 16分である。自宅の被害が柱が

傾く程度の人は近くに避難し，居住時期が 10年以内の者は比較的に遠くまで避難した。

一方，家族に死者や重傷者のいる者は避難所要時間が長い。

同 避難した場所までほとんどの人が徒歩で最短経路を経由しているo 特に福井市では避

難場所として足羽川の河川敷を選択した者が多L、。

序論

本論は地震大火時や揺れの最中における行動に

ついて 1948年福井地震時の人間行動の実態調

査をもとに論述するものであるO 本章では，まず

揺れの最中の行動や人的被害について，次ぎに地

震大火時の人間行動について，それぞれの研究が

必要である背景ならびに既往の研究を概観す.る。

研究は，比較的に最近，行われるようになった。

たとえば人的被害に関する研究では， 小坂 1)が

1978年宮城県沖地震の仙台市における重傷者

について負傷原因，症状およびn救急医療に関する

実態を報告し，著者ら 2)が 1964年新潟地震以

降に発生した地震について死傷者数や発生原因を

整理している。一方，揺れ中の人間行動について

は，堀内らゆが1974年伊豆半島沖地震につい

て建物被害程度と関連づけて捉え，その後 1978

年宮城県沖地震について近江ら4)，大橋ら 5)が調

査研究を行い，近江らは人間行動の平均的な行動

様式を，大橋らは個人の室内移動特性を報告して

いる。さらに 1983年日本海中部地震について，

塚越らのは事業所における行動特性を，熊谷 7)は

主婦の役割行動を分析している。

1.1 揺れの最中の行動と人的被害

人的被害のうち死亡には至らない杭負傷とい

う現象がある。この負傷に関する研究は，死者に

関するものと比較して立ち遅れてきた。その原因

は，事態の重大さで死者に一歩を譲ること，被害

件数が大きいことなどが挙げられる。これまでの

大地震による死傷者の多くが屋内でしかも揺れの

最中に発生している。そこで未然、に屋内での人的

被害の低減を計るには，揺れ中の室内行動を把握

するとともに，それと人的被害との関連を検討し

て予防的対策を講ずることが肝要である。

地震時の人的被害および人間行動に関する調査

しかしながら，これまでの調査研究によっても

未だに解明されていない問題が二つある。一つは，

いずれの調査も震度5ないし6程度の被害地震で

あり，震度7における人間行動や人的被害の実態

を把握するには至っていないことである。気象庁

の震度階7が1948年福井地震の顕著な被害を
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受けて設定されたものであることは周知のことで

ある杭この地震以降に発生した地震でこの震度

階を記録したものはなく，震度7における人間行

動がいかなるものh 全く空白になっている。

もう一つの問題は，個人属性だけでなく居住環

境や揺れの最中の行動をも含めて，いかなる要因

が死傷・非死傷を分けてきたのか，についても実

証的研究が全く行われていないことである。著者

らは 1982年浦河沖地震(震度 5-6 )につい

て，屋内の環境の変化や個人属性との関連で負傷

発生の要因を探る試みのをしているが，負傷・非

負傷を分ける要因の把握には至っていない。その

理由として震度5や6では，負傷程度が総じて低

いことや揺れの最中の行動が多種多様でらあること

が挙げられよう。つまり地震時の人間行動と人的

被害との関連性を検討するためには，最大級の被

害地震を対象に調査することが望まれる。

以上のように震度7における人的被害や人間行

動の実態を把握するうえからも，また人的被害と

室内行動を結びつけ相互の関係を探るうえでも，

1948年福井地震の震源近傍の被災地は追跡可

能な数少ないフィールドといえよう。

1.2 地震大火時の人間行動

大量の死者発生を引き起こす地震火災の観点、か

ら都市をみると，関東地震当時から市街地の耐火

化がそれほど進展したとは言えない。その理由と

していくつか考えられようが，一つには，一般に

伝統的な木質系住宅の噌好が強いこと， また一つ

にはこの種の災害の発生頻度が他の災害，たとえ

ば風水害に比較して低く住民に切実な問題として

伝わりにくいことが推量される。

このような状況のもとで講じるべき対策は， 自

ずとソフトな対策に重点が置かれてくることは明

らかであろう。ソフトな対策とは，住民行動を制

御することによって人的被害を低減しようとする

ものである。

東京をはじめとする大都市では， ソフトな対策

として地震大火時の広域避難計画を策定している。

だ杭これらの計画の中には，大火時に安全とな

る緑地や施設が地域的に偏在し， しかもそのよう

な安全空間の大きさが収容人数を制約するため，

止むなく遠距離の避難場所を割り当てられる地域

も少なくない。谷口ら出避難距離が長い地域で

は指定された場所への避難率が低いことを報告の

している。それゆえ広域避難計画を実効性のある

ものとするには，実地震大火時の人間行動を検討

し，行動原理を把握することが肝要である。

これまで実地震大火時の人間行動について検討

した例はなく， 1948年福井地震の大火を最後

に我が国では，大規模な市街地延焼火災は生じて

いない。よって福井市を始めとする福井平野の市

街地火災による人間行動は，今後の広域避難計画

を立てるうえで貴重な資料を提供してくれるもの

と考える。

1.3 本論の概要

本論民地震時の人的被害の低減を目的に，

1948年福井地震の住民アンケートによる実態

調査を通して地震時の人間行動および人的被害の

実態を把握し，それらと建物被害や個人属性との

関連を定量的に評価することを試みるものである。

その内容をやや詳しく示せはまず第一に地震時

の人間行動について著者の概念を示す。第二に屋

内での人的被害および室内行動に最も深く関連す

る家屋被害と家具の挙動について把握する。第三

に揺れの最中の室内行動を量的および質的な違い

によって分類し，それらが揺れの大きさや室内環

境によって変動することを把握する。第四に人的

被害についてその概要を捉え，死傷発生に係わる

個人属性の寄与を分析し，人的被害が揺れの大き

さと揺れの最中の行動とに関連することを示す。

第五に地震直後の行動のうち，外出者の帰宅行動，

自宅での行動および近隣住民間の援助行動につい

て検討する。第六に避難行動が災害形態によって

退避行動と広域避難行動に分けられることを実態

から把握し，避難時期，避難場所までの所要時間

および、退避行動の有無について要因分析を行うO

以上の多変量解析は林の数量化によって行う。

2地震時の人間行動モデル

人間を定義する方法には，様々な研究目的に従

って，多種多様なものが考えられるが，人聞は周
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巳自一→匡亘 平田←---@]
揺れ後のモデル 広域避難時のモデル

揺れ中のモデ、ル

図1 人間行動の概念

囲の状況の変化に対応するものと位置づける。周

囲の状況とは，人聞を取り巻く周辺環境であり，

それは物的な環境と人的な環境が存在する。環境

の変化に対応して行動が生ずる杭行動のあるも

のは単に自分自身の状態を変化させるだけである

が，他のものは環境への作用として周囲の状況を

変化させる行動となる。以下では人間行動を地震

発生から順次，時聞が経過する時点、で，いかなる

環境の変化が起こり，それに対していかなる行動

が発揮されるのかを思考する。

2. 1 揺れの最中の人間行動モデル 8)

日常生活では，人聞は環境を知覚するとともに

自分自身を環境に適応させ，あるいは， 自分に合

うように環境を変化させるという作用(行動)を

通じて，最適な安定状態を目指すサイクリッグな

活動を営んでいる O しかし，地震時には，人間と

環境の形づくる安定したサイクルに，ゆれが介在

するために，人間の肉体的・心理的状態と人間の

周聞の状況はそれぞれに不安定な状態への急激に

遷移する。それとともに，サイクルの安定状態も

当然損なわれることになる。

ゆれが生じると環境の多くの部分に不安定状態

が現九ゆれが大きいほどその程度が強く，また

継続時聞が長くなることも容易に理解される。人

間自身に対するゆれの直接的な作用は，行動能力

の制限(低下)，心理的状態の悪化(不安の発生

や恐怖による判断力の低下)として現れる。ゆれ

のために不安定化した環境，すなわち動的な環境

の中で人間行動は受け身の対応にならざるを得な

u、。

2.2 地震後の人間行動モデル

地震がおさまった偽ゆれによる環境の変化は

家具・調度類の散乱，怪我人の発生，火気器具か

らの出火ときには家屋の倒壊となって現れる。揺

れの最中に比較して環境は静的な状況と言えよう。

この状況のもとで人間の行動は開始される。特に

外出中の人々にとって家族や自宅の安否は，最重

要な関心事であり，被害が大きいほど帰宅行動は

顕著になる。

行動の目的は地震によって受けた被害の復旧で

あり，負傷に関しては回復である。すなわち行動

は地震以前の安定したサイクルを営んでいた生活

の復活を軸に展開される。それは，火気器具の点

検・消火，自宅内外の片づけや負傷者の応急手当・

医療機関への搬送から始まり，周辺地域や知人の

被害の確認・情報収集がある。さらに時間が経過

すれ民生活物資を確保し，家屋の修復へと事後

対策は移っていく。また地域経済を揺るがすよう

な地震規模ともなれば ときには休業・失業とい

った事態への対処にまで及ぶ。地震被害の程度が

大きくなればなるほど，生活復旧の期間は長期化

し，数ヶ月にわたる場合もある。そして人間行動

は破壊された環境を修復する能動的な行動といえ

る。

次ぎに広域避難が生じる場合を考えてみる。地

震の発生によって直ちに広域にわたる避難を起こ

さなくてはならない状況は，近地地震の津波を除

け同ほとんどないと言ってよい。広域避難はゆ

れの後の行動に入る杭多くの点で地震のゆれの

最中の現象と類似することが多い。すなわち広域

避難行動はゆれ後の行動の中では特異な範鴎には

いるであろう。

広域避難時は，現象的には災害実態が動的で、あ

り，生命の危機的状況をもたらす。そのため，行

動は環境の変化(火災や津波)に対して受動的な

内容とならざるを得ず，安全を目指すものとなる。

また人的被害という点からもゆれの最中と同様に，

その数量は多く，被害低減のために研究の必要性
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表1 現象と行動

揺 れ 中 揺 れ 後

動的・静的 全要素が動的 環境は静的
現 象

継続時間 数分以内 数日・数ヶ月

反射的・意図的 反射的 意図的

人間行動
目的 安定化・安全化 復旧・回復

行動範囲 数m ・部屋 数伽・都市

人的被害 多い

は高い。

以上の概念モデルを図 1に示し，それらの特徴

を環境の現象面とそれに対応する人間行動として

表 1にまとめる。

3 調査

3.1 福井地震の被害概要 9)

福井地震は， 1948年(昭和 23年)6月28日

午後4時 13分，福井県丸岡付近を震源として発

生し，マグニチュード 7.3を記録した。この地震

により福井県を中心に死者 4，000人，全壊家屋

36，000棟，火災による焼失家屋4.000棟におよ

ぶ大被害を被った。

3.2 調査方法

福井地震から現在まで36年の歳月(調査時点)

が経過し，当時， 20代の人は 50ないし60代

の年令になっている。それゆえこのような過去を

遡って被害の実態を人々の記憶の底から引きずり

出すことは至難であるO そこでサンプリングは異

なる 2種類の方法を用いた。

一つのサンプリングは，地震当時の記憶が現在

でも比較的明確であり， しかも福井市内に居住し

ていたであろうと考えられる福井工専の卒業生に

対して，アンケートを郵送配布し返送してもらう

方法である。もう一つは，震央に近い丸岡町の現

市街地に居住する人々に直接，インタビューをす

る方法であるoつまり被害が激甚であればあるほ

ど長年月にわたって被災当時を鮮明に記憶してい

ると考えられるからである。なお福井工専の卒業

生については，著者らの研究意図を理解し正しく

少ない

アンケートに記入しているか判断するために，数

名の福井市在住者にインタビューを実施して誤記

がほとんどないことを確認している。

対象地域の福井市および丸岡町は図2に示すよ

うに家屋の倒壊が30%以上の震度7の地域にあ

る。

調査は 1984年7月から 10月まで実施し，福

井工専の卒業生から 138人，丸岡町から 84人の

計 222人の回答を得た。丸岡町における全回答

者の自宅は字丸岡の市街地にあり， 福井市の

回答者の自宅は市街地から効外まで広く分布して

いる。

10""， 

図2 家屋全潰率分布と対象地域9)
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家
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数

40 
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な 壁 家 家 家

し
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壊倒ヒ し き

図4 住家被害

経験なし」が半数である。戦災が4割に上るのは

昭和20年7月19日の爆撃による火災で，福井

¢ 市のほぼ市街地全域が焼失した影響で、ある。

図3 個人属性

3.3 回答者の属性

回答者の個人属性を図3に示す。男性が 82.0 

%，女性が 17.1%である。このようにサンプル

に偏りがみられるのは，アンケートの配布の過半

が福井工専の卒業生(男性)を対象にしたためで

ある。地震当時の年齢は20代が半数を超え.60

代以上はいない。 10代から 30代までおよそ 9

割を占めている。また当時の職業をみると，給与

所得者が4割，学生・生徒が3割であるO 家族構

成として，家族数をみれば4人が2割で最も多い

杭 8人以上の家族も 5.1%を数え，全体的に広

く分布している。これは当時の社会状況を表すも

のの一つでおある。

福井地震当時に住んでいた町への居住時期は，

「大正時代以前から」と「昭和 12年以前から」

がともに 3割で，地震の 10年以前に居住し始め

ている者が6割になる。

福井地震以前の様々な災害の被災経験について

は， I戦災」が 40.7 %と多く.I地震JI水害J

「火事Jは比蜘句少ない。これらの災害の「被災

4地震による室内環境の変化

4.1 住家被害

図4にアンケートによる住家被害の程度を示す。

得られた倒壊率は62.8係であり，当時の調査10)

による福井市の住家全潰率 79.0%. 丸岡町59.5

婦と比較して，標本はほぼ地域の建物被害を代表

しているものと考える。また「家が少し傾いたJ

を半壊とし， I家が大きく傾いた」を全壊とすれ

ば被害率は 82.1%に達する。なお被害率は，全

壊家屋数に 1，半壊家屋数0.5を乗じて和をとり，

それを全家屋数で除して百分率としたものである。

木造建物被害の程度を左右する要因として，構

造(木造本建築，簡易木造)，建物階数(1階，

2階)，住宅形式(戸建専用住宅，庖舗併用住宅)

がある。住家被害に対するそれぞれの要因の大き

さを定量的に求めてみよう。なお簡易木造を要因

に加えた理由は，福井市は昭和 20年の戦災によ

って市街地のほとんどが焼失したため，地震当時

は簡易木造の住宅(いわゆるバラック造)が多く

仮設されていたからである。「全く被害なし」を
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カテゴリー

階数

(0.267 ) 

建階1 

アイテム
{備制I関係数)
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量
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具
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き

118 

簡易木造 30 

建階2 

構造

( 0.255 ) 138 

戸建専用住宅 119 

木造本建築

49 底舗併用住宅

形式
(0.095 ) 

倒

凡例

I I動かなかった
tit:~:~ 揺れた

際憲司ズレたり，倒れたものもあった

-ほとんど全部が倒れた

とも良く知られている。特に負傷の発生と係わる

ものに重量のある家具がある。よって屋内の地震

による物的環境の変化を，重たい家具の動きで代

表することは，室内行動や負傷問題を取り扱う上

で適切であろう。

建物の被害程度と重量家具とは図6に示すよう

に強い相闘がある。重量家具が「ほとんど全部が

倒れた」割合は，建物に「壁にヒピが入った J程

度の被害でも 6%生じており， I家が倒れた」状

況では90%以上に達する。一方，室内における

負傷との係わりから重量家具の動きを見ると，建

物に「壁にヒビが入った」程度を震度514)とすれ

ばそのときの重量家具が「ズレたり，倒れたり

した」割合は 40%に上る。つまり震度5から屋

内の人的被害が顕著になることが推測される。

壊

建物被害程度と重量家具の動き

く
傾
く

家
大
き

し
傾
く

家
少

ヒ
ビ

な
し

図6

数量化工類による木造建物被害の要因

0， I家が倒れた」を4というように，建物被害

の程度を数量として評価できると見倣し，数量化

I類を適用する。得られたアイテムの偏相関係数

およびカテゴリーの重み係数を図5に示す。階数，

構造，形式の願に被害程度と関連し，重相関係数

は0.512である。

いずれの要因も以下に述べるように過去の震害

事例とよく調和するものになっている。 2階建て

の方が 1階建てに比較して被害が大きいが， 1923 

年関東地震の東京の被害事例でも同様な結果が得

られている11)。

応舗併用住宅の場合は道路へ面した部分の開口

部を大きく取るため壁・柱が少なく，専用住宅に

比して耐震性が劣る。この傾向は 1968年十勝沖

沖地震や 1978年宮城県j沖中地震の木造建物被害と

同様で、あるu

簡易木造建物の屋根は主にコケラ葺き.トタン

葺き等で耐久的に劣る。だ杭その軽量さが耐震

性にプラスに寄与し，そのために被害は瓦葺き・

藁葺きの木造本建築より低くなったと解釈できる。

このような記述は 1855年安政江戸地震にも見ら

れるものである13)。

図5

揺れの最中の室内行動

揺れの最中の室内行動について回答者自身の経

験をのみ質問している。

5 

屋内の棚句環境

家屋内の物的環境として様々な家具・調度類が

ある。それらは日常生活の利便や装飾を目的とし

て室内に配置される。地震が発生すると，人間は

家具・調度類の動きに伴い対応行動を取ろうとす

る。そのときそれらが人間にとって凶器と化すこ

4.2 
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揺れの最中の行動(室内〉図7

建物被害程度と「外に飛び出す」行動

人は揺れがある程度大きくなると行動を起こし

始める杭さらに揺れ方が激しくなると行動が制

約されゆ ときには周辺環境の変化についてゆけず

に負傷するものと考える。もしそうであれば室内

の揺れの大きさと行動との関係を明らかにするこ

とは，負傷者発生の低減への有力な資料になる。

揺れの最中の室内における行動(多重回答)は

「外に飛び出したJが圧倒的に高く 74.4qbにも上

った。続いて「じっとしていたJ (12.0紛 「老

人や子供を守ったJ (10.5 qb)， I火気器具を止

めたJ ( 8.3 9のなどとなる(図7)。老人・子

供の保護行動の割合は浦河沖地震(震度5-6) 

のおよそ4割8)と比較して低く，充分な保護行動

が出来なかったことがわかるo

また「じっとしていた」行動は二つの意味があ

る。一つは「じっとしていた」ほうが安全だと思

ったから「じっとしていた」場合であり， これは

行動のーっと考えてよい。もう一つは，揺れが大

きくて動こうにも動けなかった場合であるO これ

は行動主体の意志ではないから行動の範時から除

外すべきであろう。実際の地震時には， どちらの

場合も起こる可能性は否定できない。だが建物倒

壊率が6割を超える地震では「じっとしていた」

ことは後者であることが多いと推量する。

(1 )行動力と揺れの大きさ

揺れの最中の行動は揺れの大きさに左右される。

ここでは行動を二つの面から評価してみよう o そ

図8
地震直前の状況

地震直前に回答者が居た場所は「自宅Jが38.3

%で一番多く，ついで「自宅外の屋内J27.0係，

「屋外J25.7 qbとつづき， I乗物Jは5.4係と

少なし、。

その時に何をしていたかは「仕事J29.7 % ， 
「くつろぐ・遊ぶJ26.1 %， I読書・勉強」

9.5 % I食事の支度J5.0 %， I寝ていた」

3.6 %， I食事中J3.2 %である。

地震直前の周辺状況を表す室内環境として，物

的環境は火気器具の使用を，また人的環境は「側

にいた人の有無」を取り上げる。

火気器具の使用は揺れの最中の行動である「使

用中の火気器具を止めるJI出火を消すJを規定

する因子であり，それは発震時の季節，時刻と密

接に関係することは言うまでもない。地震時の火

気器具の使用状況は，使用中が 32.0%である。

火気器具を使用中の家庭における使用火器具数は，

I個使用 25.2%， 2個使用 5.9係 3個使用

0.9 %で4個以上の使用はない。使用中の火気器

具の種別はカマド 56.3%， コンロ 49.3%と発

震当時の社会状況を反映し，また発震の季節を写

して火鉢，コタツの使用は 1割に満たない。

地震時に「側にし、た人の有無」は I¥'、た」が 50目。

仇 「いなかった J8.6 %で，不明・無答を除け

ば多くの回答者の周辺に家族等がいたことを示し

ている。

5.2 揺れの最中の行動分析

5. 1 
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図9 揺れの大きさと行動

の一つは，揺れの最中に個人が起こした行動の数

で評価する場合である。またもう一つは，ある特

定の行動に着目すれば揺れの大きさに伴ってそ

の行動を起こした人の割合で評価する場合である。

揺れの最中に屋内にいた回答者が起こした行動

件数は「何もしないJが9.4%， r 1件Jが78.9
婦を占め r2件」は 11.1%で平均行動件数は
1.02件であった。これは， 1982 年浦河沖地震

(震度 5- 6)の平均行動件数およそ3件 8)

( rじっとしていたJを含む)に比べると少なく，
行動がかなり制限されたことがわかる。

「外に飛び出す」という行動は，既往の地震時

の人的被害の発生状況から危険な行動であること

が指摘されてきた。たとえば 1978年宮城県沖

地震において，自宅内から外に飛ぴ、出したとき負

傷している者が多い 2)。ただ福井地震のように建

物倒壊率が顕著な場合， r外に飛び出す」行動は
死傷事故から身を守る行動となる。この行動を起

こした人の割合と建物被害程度との関係を図8に

示す。建物に「壁lにこヒビ

が少し{傾頃いた」程度へと被害が大きくなるにつれ

て， r外へ飛び、出す」行動が増加する。だが「家
が大きく傾いたJあるいは「家が倒壊したJ状況

では，その生起した割合が前二者に比べて増加し

ていない。このことは， より危機的状況にあって

外に飛び出さなくてはならないのに，揺れが大き

いため「外に飛び出す」行動が困難になっている

ことを示しているものと考える。また回答者のほ

67 

ノ積侮的防災行動

行動=防災行動 f 

、消樋酌防災行!Ii)J

〈ー
その他の行動

図10 行動の質的分類

とんどが 10代から 30代の男性であることを考

慮すれば体力的に劣る者にとって，家が大きく

傾いたり倒壊するなかでは，回答者以上に「外に

飛び出す」ことは難しく，死傷事故へと繋がった

ことが理解できる。

以上のように行動を行動数と特定行動の実施率

という 2つの面から検討したが，このような現象

は以下のようにして生起すると推測する。

人は，揺れがある大きさを超えると最初の行動

を起こす。さらに揺れが強くなると，対応しよう

とする行動は増加していく。これを希求行動と呼

ぼう。一方，揺れの強さと行動能力の聞には負の

関係がある。つまり揺れが強くなるに従って行動

能力は低下していく。また家具の転倒などによっ

ても行動が岨害される。このような関係を図示す

れば図9のようになる。二つの線はやがて交わり，

その時点を行動軸においては行動制約点，揺れの

大きさの軸では行動制約震度と定義する。さらに

行動制約震度を超えると，行動を起こそうとして

も起こせない状況が出てくるO すなわち希求行動

と実際の行動は乗離し，実際に起こせる行動は実

線部となる。そのために行動制約震度の地震が起

こると負傷者が発生しはじめるである。先述した

ように震度5で重量家具の4割がズレたり倒れ始

めるから，震度5程度が行動制約震度になると考

える。

(2) 行動の質的分類

揺れの最中の行動は被害を生じさせなu、ある

いは最小限の被害に止めようとする行動であるo

その行動は環境との係わりの仕方で分類すること

ができる(図 10)。 それは環境の悪化を防ぐ行
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図11 揺れの最中の行動の分類

動h 自分自身の安全をのみ目的とした行動かに
よって分けられる。前者を積極的防災行動，後者

を消極的防災行動と呼ぶことにする。つまり積極

的防災行動とは，地震によって周辺環境が悪化し

たとき，周辺環境である周囲の火気器具や家具の

転倒を防止したり，周囲の人々の安全を確保した

りすることと定義する。それ以外の行動は消極的

防災行動の範障に入れることにする。すると「使

用中の火気器具を止めた J¥家具を押えたJ¥戸
や窓を開けたJr老人や子供を守った」が積極的
防災行動となり， rじっとしていたJr机の下に
入ったJr外へ飛び出した」は周囲への防災的意
味合いを含まないという意味で消極的防災行動に

入る。

積極的防災行動は，さらに役割行動とそれ以外

の行動に分類できる。役割とは，普段，個人が或

る環境のなかで割当られた行動である。たとえば

家庭における主婦の役割として乳幼児の世話や食

事の支度がある。これらの役割は日常化し，地震

が生じるとともに附嵯の行動として生起し易い。

すなわち「老人や子供を守るJ， r使用中の火気
器具を止める」という行動は役割行動と見倣せる

であろう。

自宅内における行動のうち，積極的防災行動，

消極的防災行動および「じ司としていた」のそれ

ぞれに含まれる割合を，図11のように表した。図

より烈震時には消極的防災行動の行われる割合が

高く，しかも積極的防災行動や「じ 4 としている」

ことと重複して行われたことがわかる。また消極

的防災行動のなかで「外に飛び出す」と「じっと

している」が排反的な行動であったことが示され

ている。

そこで少なくとも 1件は積極的防災的行動を起

こした者を「積極的防災行動あり」とし全くこの行

動を起こさなかった者を「積極的防災行動なし」と

すれば，地震時に室内にいた回答者のうち「積極

的防災行動あり」は21.1%で， 78.9婦は「積極的

防災行動なし」である。

それでは自宅における「積極的防災行動あり」

と「積極的防災行動なし」を分ける要因は何か，

数量化E類による半別分析を行って把握してみよ

フ。

アイテム
カテゴリー 一数|で1.0

カテゴリ ウエイト
(冊目関係数) 。 1.0 
性 Bリ 男 29 

(0.170) 女 13 

職 業 学生・生徒 20 

(0目327) それ以外 22 

家少し傾く 8 
建物被害程度 家大きく傾く 6 
(0.104) I 

壊倒 28 

。{IJに{止JIJ火気保兵 あ り 7 

( 0.475) な し 35 

側に人 b 、 た 36 

(0.197) いない 6 

図12 数量化E類による積極的防災行動の有無の判別
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取り上げたアイテムは性別，建物被害の程度，

側で火気器具を使用中か否か，側に人がいたか否

か，験業である。ただしアンケートでは直接「側

で火気器具を使用中か否か」という設問を設けて

いなし、。だが当時の燃料は固形が主であるから食

事の支度は勿論のこと，食事中であっても火種は

あり，さらに食事は炊事場の近くで取っていたと

考えてよいであろう。そこで発震時の行動のうち

「食事の支度」および「食事中」とこれら以外の

行動とに分けて前者を「側で火気器具を使用中J，

後者を「側で火気器具のf使用なし」とする。これ

は既に述べたように，自宅における火気器具の使

用中か否かを把握しているが，揺れの最中の人

的・物的環境の変化への対応行動は，閉じ室内に

限られることが多いと考えられるため r側で」
火気器具を使用していたか否かについてはこのよ

うな分類を行なう。

分析の結果，積極的防災行動の有無は「側で火

気器具を使用中か否かJ，職業， r側に人がいた
か否かJ，性別，建物被害程度の順に関連する。

このとき職業に関し，学生・生徒が「積極的防災

行動なし」で，それ以外の職業は「積極的防災行

動あり」の傾向があった。これは年令の違いを職

業で聞いていると解釈できる。そのため職業につ

いては学生・生徒とそれ以外の二つのカテゴリー

に分類する。図12に各アイテムのカテゴリーウ z

イトなどを示す。このときの相関比0.316，誤判

別率は約20%程度である。

「火気器具の使用中か否か」は積極的防災行動

の一つである「火気器具を止める」行動と関連す

ることは言うまでもない。

職業については，日常生活における家族の中心

的な役割を担っている人々ほど積極的防災行動を

起こすものといえる。

「側に人がいなしリ人は積極的防災行動を起こ

している。側に人がいれば.rじっとしていなさい」
「外へ出なさい」などの行動を指示したり，され

たりしさらには周囲の環境の悪化を防ぐ作業の

分担が行われることもあろう。一方，一人しかい

ない場合はこのような作業を一人で行わなくては

ならず，そのために積極的防災行動を起こす傾向

が生じるものと推量する。

性別

当時の年代

当時の職業

男性

55.8 
女性 ω

70才以上2.6

無答3.8

その他

図13 個人属性(家族を含む)

どこにいたか
N=222 

自宅
45.4 

何をしていたか
2.0 

n~~tIF ・勉強 5.4 ¢ 

図14 発震時の居場所と行動

建物の被害程度が顕著になるにつ九て，積極的

防災行動を起こしにくい傾向がある。 r家が少し
傾く」から「家が倒壊」する程度へ建物被害が大

きくなるにつれて， r積極的防災行動Jを起こす
必要性は増大する。しかしながら揺れが非常に強

くなると，周辺環境である家具の転倒を防止した

り，周囲の火気器具や人々の安全を確保したりす

ることはかなり困難になり，そのような行動を起

こしたくても起こせない状況になるものと推量す

る。

男性の方が女性に比較して積極的防災行動を起

こしている。このことは男性が女性と比較して体

力的に優ることによるものと考える。だがこのよ

うな積極的防災行動は自らの死傷の危険性を顧み

ないで行われる可能性がある。
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10才未満 寸 女性 10才未満 男性

10 代
10 代

20 代
20 代

30 代- 30 代

40 代:- 圃死亡
40 :f 圃死亡50 代匝コ 口負傷
50 口負傷

60 f~ 
60 代

70才以上 70才以上

。 10 20 30% 60% 40 20 。 。 20 40 60 
% 

死傷者発生率 死傷者発生率

(1 )年齢別死傷者発生率 (2) 性別年齢別死傷者発生率

図15 死傷者発生率

6 人的被害の分析

アンケートでは回答者本人と家族の死傷に関し

て設聞を設けている。本章では回答者および家族

(総数 834人)における入的被害の実態を把握し，

死傷発生の要因分析を試みる。

6. 1 個人属性と発震時の状況

いた場所

自宅

i死傷した場所

」二三

N=88 
4.5 

i148l2EOlilttl 

5.7 % 

図16 居場所と死傷発生場所

個人属性を図13に示す。性別は若干男性の方が (1 ) 死傷者発生率

多い。年令は10代と20代がやや多いがその他の年

代も少なくない。職業は学生・生徒が4分の 1で

あるが，給与所得者，無職，主婦も多く，かなり

分散している。

発震時の居場所と行動を図14fこ示す。発震時の

居場所は「自宅」がおよそ半数に達するが i屋

外」も 3割に近い。このように発震の時刻の影響

で自宅以外の場所に居た者も少なくない。また，

そのときの行動は「仕事」が3分の 1を占め，次

に「くつろぐ・遊ぶ」が多い。

6.2 死傷者の発生分析

アンケー卜では死傷に関し[""死亡J， [""負傷J

アンケートによる死者および負傷者の発生率は

死者 2.4%，負傷者 8.2婚であり，最近の地震に

よる人的被害と比較して大量の死傷者が発生した。

ちなみに1982年浦河沖地震における浦河町(震度

6 )の負傷者発生率は 0.7%8)であり， 1983年日

本海中部地震における能代市(震度5)のそれは

0.08係15:である。すなわち大規模な地変・津波・

大火による死傷者を除けば，死傷者発生率は震度

が一段階上昇すると 1オーダー上がるというマク

ロ的傾向が認められる。

著者ら16)は建物の倒壊率が高い地震(1945年三

河地震)の死傷事故に関し，死傷者発生率は乳幼

児や高齢者に高く，また女性の方が男性よりも高

いことを示している。福井地震においても同様な
および「死傷なし」のいずれかに該当するか，関 》

傾向が認められるか検討してみよう。図15に年令
いている。本節ではこの分類に従って分析する。

別および性別年令別の死傷者発生率を示す。
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アイテム カテゴリー サンカレ数|
カテゴリーウエイト

(偏相関係数) 1.0 。 1.0 

性 J:lIJ 男 78 

(0.122) 女 96 

10才未満 21 

10 代 39 

20 代 44 

年 代 30 代 13 

(0.238) I 40 代 22 

50 代 17 

60 代 8 

70才以上 10 

家少し傾く 21 
建物被害程度 家大きく傾く 17 
(0.230) 1 家倒壊 136 

側に人| U 、fこ 149 

(0.043) I いない 25 

図17 数量化E類による死傷の有無の判別

年令別死傷者発生率は， 10才未満の子供や60代以

上の高齢者で高い。性別年令別死傷者発生率では

全体的に男女の傾向に大きな違いはない。だが70

代以上で男性の死傷者発生率が高い。このように

女性が死傷する傾向は現れていないが死者発生率

を見ると20代から60代では押し並べて女性の方が

男性よりも高く，被害程度が大きいといえる。以

上のような傾向は，性や年令による体力差が揺れ

に対応する行動能力の差となって現れた結果と考

える。

また著者らは浦河沖地震(震度 5~6) におい

て，負傷者発生率が10才未満で低いことは周囲の

人々の保護行動によるものであることを明らかに

している80 しかしながら震度が7になると保護

行動は充分に行えず，高齢者と同様に体力的な弱

者である乳幼児の被害が顕著になるものと推定す

る。

(2) 死傷の時期・場所・原因

死傷の発生時期は，死傷者の67.0%が揺れの最

中であり，揺れのおさまったあとでも11.4%が死

傷している。さらに死者と負傷者に分けると，死

亡した時期が揺れの最中すなわち即死が55.0%に

上り，建物倒壊の凄まじさがわかる。また負傷は

揺れのおさまったあとでも10.3%発生している。

このことは1982年浦河沖地震でも負傷者の一割強

が地震後に発生@しており類似の傾向を示す。

死傷の発生場所は「自宅J39.7%， i屋外J25.0

%， i自宅以外の屋内J14.8%となっており，そ

れは地震時の居場所の割合と同様な傾向を示し，

居た場所と死傷発生場所との関連は見られない

(図16)。

死傷の原因は「家の倒壊」が63.6%と圧倒的に

多く，以下「ころんだJ10.2%， i落下物'J4.5%， 

「物が倒れてJ4.5%などと続く。さらに死亡の

原因をみると「家の倒壊」が85.0%と圧倒的に多

い。負傷原因は「家の倒媛jがやはり57.4婦と多

いが，死亡原因ほど多くはなく， i落下物J5.9 

%， i物が倒れてJ4.4 %， i溝に落ちてJ4.4 

%などと続く。

(3) 死傷発生の判別分析

死傷者発生の有無がいかなる要因によって生じ

るのか，数量化E類により検討する。

アイテムは性別，年代，建物被害程度， i地震

時に側に人がいたか否か」とする。 i地震時に側

に人がいたか否か」を要因に加えたのは， 1982年

浦河沖地震の主婦における負傷・非負傷者の対照
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分析で，負傷者の主婦は地震時に「一人でいた」

傾向が認められた8)ことによる。

偏相関の高いアイテムから列挙すれば，年代，

建物被害程度，性別，側にいた人の有無となる。

それらのカテゴリーウェイトを図17に示す。負の

大きいカテゴリーほど死傷し易いことを意味し，

相関比は 0.125，誤判別率は約30%である。

男性が女性よりも死傷したのは，死傷者発生率

でも見たように70代以上の効果が大きかものと考

える。ただし性別の死傷発生への説明力は弱い。

年代については10才以下と60才以上の高齢者と

いう体力的な弱者が負傷し易い傾向を示している。

ところが30代も負傷し易い年代であることが読み

取れる。この傾向は1983年日本海中部地震の能代

市の負傷者同でも認められており，役割行動など

に起因するものかも知れない。

建物の被害程度が顕著になるほど死傷する傾向

を示し，特に死傷が倒壊家屋で発生していること

が理解される。

地震時こ「側に人がいなし、」と答えた人が死傷し

た傾向を示す。人聞は側に人がいると，適切な行

動の指示を出したり受けたりし，その結果，落ち

着いて行動するために負傷しにくいのかも知れな

u、。
(4) 負傷の種別・部位・症状・治癒期間

負傷種別(多重回答)は， i切・裂傷J41. 0% 

と「打撲・挫傷J37.7%が多く， i骨折・ひびJ

14.8係， iやけどJ3.3 %， i捻挫・脱臼J1. 6 

%， iショック・発作J1. 6 %である。

樹子困難

掛T不能

呼吸困難

出血多量

意識不明

意識障害

その他
L 。 20 40% 

図18 負傷者の症状

1~2 週間

38.2 

領

図19 負傷者の治癒期間

負傷の部位(多重回答)は， i脚・足」が46.0

%とおよそ半数を占め i頭・顔・首J15.9%， 

「腕・手J14.3%などと続く。足周りの危険性が

指摘できる。

地震後に火災が多発した場合，調密な木造市街

地が連担した日本の大都市では，遠距離への広域

避難は止むを得ない。その意味からも負傷者の症

状は避難可否に係わる重要な要因といえる。負傷

の症状(多重回答)は歩行困難が27.1%，歩行不

能が20.3%にも上り，併せて半数近い人々が移動

アイテム カテゴリー ~/~Olv~1 (偏相関係数)
カテゴリーウエイト

0.5 。0.5 1.0 
性 ~IJ 男 84 

(0.150) 女 19 

年 代
1 0代 31 

(0.166) 
2 0代 60 

3 0代 12 

積極的
防災行動

あ り 25 

(0目065) なし 78 

図20 数量化E類による負傷の有無の判別
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に制約を受けている(図18)。

治癒に要した期間は，図19のように i1~2 週

間」が38.2%と最も多く，以下，治癒期間が長く

なるに従って減少している。 i1ヶ月以上」の治

癒期間を要した重傷者が20%をこえており，死者

の発生とともにその人的被害の大きさが理解でき

る。

なお負傷者の診療に関しては，通常の医療機関

での診療は 11.8%であり，それは被災後の応急的

医療施設の診察治癒 26.5府こ比較して少なく，医

療機関の機能が相当程度低下したことを示してい

る。

6. 3 負傷と積極的防災行動

これまでに死傷者発生率は体力的に劣る年少者

や高齢者に高いことを明らかにしてきたが， 30代

にも負傷する傾向があった。この理由として，こ

の年代の人々が日常生活のなかで家族の中心人物

として様々な役割を担い，地震時にも自らの死傷

の危険性を顧みず，このような役割を遂行したこ

とが考えられる。そこで負傷の有無が周囲の環境

の悪化を防ぐ「積極的防災行動」を起こしたか否

かや，性別，年代 (10代， 20代， 30代)の個人属

性の各要因といかなる関係にあるか，数量化E類

によって傾向を見てみよう。

図20に各アイテムのカテゴリーウェイトを示す。

性別，年令別，積極行動の有無の順に負傷の有無

と関連する。

男性に比較して女性が負傷し易いのは体力的な

違いによる。また30代が前後の年代に比べて負傷

する傾向は(3)死傷の判別分析の結果と変わらず，

回答者の家族の全体像を写しているものと言えよ

フ。

積極的防災行動を起こした者ほど負傷したこと

を示している。すなわち老人・子供の保護行動や

火気器具の消火作業は，建物が大きく傾いたり倒

壊する程の激しい揺れのなかで行われ，それが負

傷の原因になったものと推定できる。

自宅

76. 0 

図21 地震後の行き先き

7 地震直後の行動

N=100 
その他 2.0

係

地震直後の行動は被害程度に大きく左右される。

被害が顕著になればなるほど.，行動は被災の修復

行動へ向かうであろう。これまでに家屋や室内の

物的被害および家族を含めた人的被害が明らかに

な勺たが，このような被害に対して，地震直後に

人々はいかなる行動をしたのであろうか。本章で

は，まず外出者の帰宅行動を捉えてみる。つぎに

自宅における被害への対応行動を把握し，さらに

周囲の人々との相互扶助の実態をみることにする。

7. 1 外出者の帰宅行動

5. 1で述べたごとく回答者の発震時の居場所は

自宅以外が6割と多い。そこでこれらの人々を外

出中(137名)であ司たと仮定して i揺れがお

さまったあとに最初にいった場所」を検討する。

無答を除く 100名の有効回答のうち「自宅」と答

えた者が76.0%を占め， i近くのr安全だ』と考
えた所」や「勤務先」との差は大きい(図21)。

このことから被害が物的・人的に顕著である地震

が発生した場合，家族や自宅への不安感が行動に

反映して，外出者の多くがまず第一に帰宅行動を

とるものと推定できる。またこの帰宅行動は，

1964年新潟地震時の新潟市の浸水地域やその周辺

地域で地盤高が低いほど，つまり浸水の危険が高

いほど帰宅率が高くな内ていること17)とも符合す

るものである。

東京都民の意識調査18)で東海地震の警戒宣言が

勤務先で発令された場合に，その半数が帰宅する

と答えている。このように外出者の帰宅志向は根

強いものがあるが，都市規模や被害が拡大するに

つれて，帰宅が困難になることは容易に推察でき，
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救 助

片付け

火器止めた

家族の手当

消火活動

自分の手当

その他

N=81 

o 10 20 30 40 50 
(係)

図22地震後(30分以内)の自宅における行動

都市の外出者の対策は重要な問題であることを指

摘したい。

7.2 自宅における地震直後の行動

自宅が倒壊や半壊の被害を受け，また家族が死

傷している中で，自宅内あるいはその周辺でいか

なる行動をするのであろうか。地震後30分以内の

自宅における行動を， 30分以内に帰宅できなかっ

た者を除く81名についてみてみよう(図22)。

まず「動けなくなった者を助けた」が44.4払そ

して「家の中や周囲を片づけたJ(35.8%)， 

「火気器具の火を止めたJ(17.3%)と続く。

「動けなくなった者を助けた」や「家の中や周囲

を片づけた」が上位を占めていることからも，こ

の地震による一次災害の大きさを説明できる。

7.3 コミュ二ティの防災活動

物的被害が顕著になると行政の救助活動や防災

活動は阻害され，負傷者の介抱や消火活動などは

住民サイドで対応せざるを得ない状況になる。こ

のとき近隣住民の間で愛他的行動1ゆが生起すると

言われる。福井地震で行われた愛他的行動，すな

わち周囲の人に「してあげたこと」と「されたこ

と」について陣3に示す。

「してあげたこと」は回答者の約半数に達する

のに対して「されたこと」は2割程度の人が挙げ

ているのに過ぎない。これは一つには， Iされた

こと」より「してあげたこと」のほうが，具体的

したこと

:何もしなかった

32. 4 

N=222 
人を誘導した 3.2

5.9 

されたこと

誘導してくれた 人に助けられた4.5

MもLてくれ
なかった

37. 8 

無答

41. 4 

図23 愛他的行動(家族以外)

¢ 

はし、

45. 5 
いいえ

37. 4 国
労

図24 近隣住民との協力

普段から訓練しているから N=101 

J将殿から付き合いを

'A-1<にしているから
38. 6 

黙って見ていられな

かった

38.6 

その他
6.9 

図25 近隣住民との協力理由

に覚えている可能性があるためかも知れなL、。

「してあげたこと」は， I家や塀の下敷きにな

っている人を助けたJ(28.8 % )が最も多く，次

に「消火にあたったJ(12.4%)となっている。

一方の「されたこと」は「安全な場所へ誘導して

くれたJ(10.8%)が最も多い。前者は地震直後

の行動が多いのに対し，後者は地震後数時間を経

て火災が拡大した状況の中での行動を窺わす。こ

のような違いは回答者に若い男性が多いために現

れたものであろう。

また，この回答者の属性の傾向，すなわち若い

男性の特徴が見られるものとして， r家や塀の下
敷き」という状況にも違いが出ている。すなわち

「下敷きになっている人を助けた」のが3割にも

上るのに， I下敷きになっているところを助けら

れた」のは 4.5%でしかなく，屋内から自力で脱

出するなど周囲の人からの援助を必要としていな

U 、。
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振動や地盤破壊による被害を一次被害，火災や

津波による被害を二次被害と呼んで地震災害を分

類することがある。この分類の仕方は地震による

直接・間接の被害の相違をみたものであるが，災

害発生の時間的早遅の違いだけでなく，被災領域

の連続性の大小を表してもいる。

一方，避難行動は災害形態によってかなり異な

ったものになることが推測できる。たとえば被害

が地域のなかで点として存在する場合，避難場所

は被災地点の周辺になるであろうし，被害が面的

に拡大する場合はかなり遠距離への避難を強いら

れるのではなかろうか。そこで前者の避難行動を

退避行動といい，後者を避難が遠距離にわたるこ

とから広域避難行動と定義する。

以上のような見方で関東地震以来の主な地震に

おける災害形態別の概略と避難行動との関係を示

せば図26のようになる。すなわち図26の右上の領

域では広域避難行動が生じ，左下では退避行動が

発生するであろう。ただし同じ被害形態であって

も避難行動が異なる場合もある。火災の場合には，

堀口他:地震時の人間行動に関する研究

避難行動8 

次ぎに，消火や救助活動についてのみ，近隣住

民との協力的な活動状況をみてみよう。回答者や

その家族が近隣住民と力を合わせて消火・救助活

動をしたのは， 45.5%に上る(図24)。無答を考

慮すればかなり援助活動が活発で、あ司たものと思

われる。

このような近隣住民間の活動が，日常生活の中

で培われた共助の関係を背景にしたものなのか，

あるいは未曽有の大災害にあった人々を助けなけ

ればならないという人道的立場によるものなのか

を調べてみる。日常の共助関係によるものとして

「普段から町会あるいは隣組で消火訓練や救助訓

練をしていたから」と「普段から近所の付き合い

を大事にしていたから」を，災害時の人道的立場

として「人が災害に合っているのを見ているわけ

にはいかなかったから」を回答に容易している

(図25)。消火・救助活動の理由は日常の共助関

係によるとする者 (46.5%)も人道的立場による

者(38.6%)も同程度である。このことから日常

の近隣住民とのコミュニケーションの重要性をみ

るとともに，福井地震では普段の付き合いのない

間柄でも，かなり援助活動が行われたことがわか

る。

、
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家族の勧め
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図27 避難理由

1ないし数棟が延焼するだけで周辺への類焼がな

い時には前者の避難形態が多く見られ，火災が拡

大して数街区が炎上する場合には後者の広域避難

行動になると考えられる。

福井地震の被害の特徴は，図26のように建物の

全壊家屋数が多いこととともに，大火によって福

井市等の市街地の焼失が著しいことである。そこ

で本章では，まず第一に退避行動と火災による広

域避難行動の違いを具体的な行動内容から把握し，

人

15 

10 

5; 

第二に，一次被害における退避行動がいかなる要

因から構成されているか，を分析する。

8. 1 退避行動と大火時の広域避難行動

本節においては発震後間もない時間に在宅した

者で，しかも避難した者を対象者とする。発震後

間もない在宅者とは発震時に自宅にいた者あるい

は外出者で地震後直ちに帰宅した者を指す。これ

らの回答者のうち自宅が延焼地域にあるか，ある

いは非延焼地域にあっても避難した理由が「火災

の接近」を挙げた者を広域避難行動を起こした者

とし，また非延焼地域に住み，避難した理由が

「火災以外」を挙げた者を退避行動を起こした者

と仮定して両者を比較検討する。

(1 )避難理由

避難を開始した理由(多重回答)を図27に示す。

広域避難行動では「火が身近に追ってきたのでj

(73. 9 ~ )， I自宅が倒壊した，あるいは倒壊し

そうにな司たのでJ(32.6錫)および「なんとな

く『ここにいては危ない』と自分で判断して」

(23. 9 ~ )が避難理由として多い。一方の退避行

動では， Iなんとなく『ここにいては危ない』と

自分で判断してJ(73. 3 ~ )， I自宅が倒壊した，

あるいは倒壊しそうになったのでJ(56. 7 ~ )が

避難理由として顕著でらある。いずれの避難も自宅

の破壊や火災という災害実態に基づいたものであ

り，また周囲の人々(他人)の言動に左右されず

に自分自身によって避難を決定していることがわ

かる。

N=46 

. 45. 7 。 100 ?OO ヨ向。 400 500 600 
押1

2.9 % 火災からの距離

図28 避難開始距離 図29 避難開始時期
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居住時期
(0.119) 

家族数

( 0.320) 

発鍵時的居場萌

( 0.360) 

嘗物被害程度

(0.071) 

家肱の死・重傷

(0.128) 

避難行動

(0.138) 

図30 数量化I類による避難開始時期の要因

なお避難理由のなかで， 1火災が身近に迫って

きた」ことをあげた回答者に，そのときの火災か

らの距離を聞いている。避難を開始するときの火

災までの平均距離は97.2m，最大値が500mであ

って(図28)，著者らが関東地震時の東京下町地

区の数値シミュレーションから得た火災からの距

離，およそ130m20)と比較的に近い数値である。

福井市の風速が約 3m程度，東京(9月1白)で

の風速が1O~20m程度であるから，風速の大小を

考えると，かなり応用性のあるものといえる。

(2) 避難の開始時期

避難行動の開始時期を図29に示す。広域避難行

動も退避行動も，共に避難率は地震直後が最大で

ある。退避行動では，その後の避難率が急激に減

少していくことからも，多くの人々にとり避難開

始は自宅の振動被害によ勺て引き起こされたもの

であることが推定できる。また広域避難行動でも

このような減少傾向は大きくは変わらない。これ

は避難理由でも見たように「自宅の倒壕等」によ

る者が3割に達していることを考慮すれば，地震

後間もなく，一先ず近くの場所へ退避した者が少

なくないことを示すものである。その結果，広域

避難の開始が穏やかに減少していることが理解で

きる。つまり，広域避難者には当初の退避者がか

なり含まれていることを考えると，大火災にのみ

反応した広域避難者の開始時期は 11時間以内」

に一つのピークが現れることが推測できょう。こ

の時間帯こそ福井市中心部の火災(足羽川右岸)

による最終焼失面積40haに対して3分の1が既に

炎上し，また丸岡町でも延焼面積の増加が著しい

大火災の拡大期に当たっているのである。

それでは避難時期をアンケートの回答番号と仮

定し，避難時期に関係の深い要因を数量化I類で

探ってみようo

避難時期に関連するアイテムは，年令，居住時

期，家族数，発震時にいた場所，自宅建物の被害

程度，家族の死傷の有無，避難行動の種別であり，

重相関係数はo.回9である(図30)。



日

(3) 避難場所および避難経路

避難者は，避難に際し，あらかじめ避難場所を

考えて避難を始めたのであろうか。図31に避難場

所や避難経路の変更について示す。退避・広域避

難ともに「あらかじめ避難場所や避難経路を考え

ていなかった」者がほぼ半数に及び，無答を考え

るとかなりの者が行き当たりばったりで避難を開

始している。また「あらかじめ避難場所や避難経

路を考えて避難した」者のほとんどが，考えてい

た場所へ経路も変更せずに到達している。これは，

市街地の拡がりが福井市でもそれほど大きくなく，

そのために人々が市街地状況を熟知していたこと

や，関東地震の下町と違勺て避難を妨げる河川等

がないことが大きいものと推量できる。

さらに最初に選択した避難場所のその選択理由は，

広域避難行動者では回答者17名のうち12名が，退

避行動者では11名のうち 3名が「最も安全だと思

司たから」を挙げている。また選択理由「近いか

らJを挙げた者は前者，後者ともに4名づっいる。

このように広域避難者の安全志向が窺えよう。

なおこれら前記二つの設問に対し，無回答が多

く，古い記憶を辿って当時の意識を求めることが，

容易なことではないことを示している。そこで避

無状況を示す具体的な回答からその背後の意識を

推察してみることにしよう。
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広域避難行動
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まず避難所要時聞から捉えてみる。所要時間に

は二つの意味がある。一つは，それが避難距離を

表している場合と，もう一つは，同一距離でも老

若あるいは負傷の有無等による歩行速度の違いが，

年令が高くなるに従い避難が早まる傾向がある。

対象者の年令が15才から40才未満であるから，行

動能力や判断力に大きな差異があるとは考えにく

い。おそらくは，年令の背後にある家族構成の違

い，たとえば乳幼児の有無といった因子が影響し

ているのではなかろうか。

居住時期については大正以前と以後とで異なり，

前者が早く，後者が遅い避難をしている。

家族数が増加すれば，避難時期が遅れ勝ちにな

る。家族が多くなるほど，全員が集合するのに時

聞が掛かり，そのために避難時空耳が遅れるものと

推定する。

発震時に自宅にいた人は早めの避難をしている。

自宅外にいた人は，帰宅するための時聞が余計に

必要となるため，自宅にいた人よりは避難が遅く

なることは容易に推測できる。

自宅の被害程度が「柱が傾く」程度ではそれ以

上の被害程度に比較して避難が早い。自宅の被害

が顕著であるほど自宅内の散乱は大きく，避難時

の携帯品の搬出が困難になるためであろう。ただ

し「柱が傾く」というサンプル数が少ないので過

大に評価している傾向があると考えられる。

地震によってかなりの家族が死亡したり，ある

いは歩行困難なほどの負傷者が発生している

ことは既に述べたが，このような人々は心理的に

相当な打撃を被っており，さらに重傷者の手当や

安全確保を急ぐために避難が早くなるものと推量

できる。

先に見たように広域避難行動は避難が遅く，一

方の退避行動では早いことが多夏、量解析によ司て

も説明されている。

以上の各アイテムにおける偏相関係数のうち，

避難時期に大きな因子となっているのは家族数な

らびに発震時の居場所であるo これらの二つの要

因はいずれも家族の集合のし易さを意味している。

つまり家族が集合してはじめて避難を開始すると

したら，都市規模が大きくなればなるほど帰宅す

る時聞が遅くなり，地震火災などが発生した場合

には危険な状況になる可能性は高い。普段から家

族で避難場所を決めておくことが人的被害を未然

に防ぐうえで重要となることがわかる。

78 
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30分以上 N=46 

退問! ト4.3卜61，1 28.6% I 

図32 避難所要時間

所要時間の差異になっている場合である。ただし

後述するように，避難時には家族ともども同ーの

行動を起こしていることから，前者の場合が多い

アイテム
カテゴリー 山レ数1-20 (偏相関係数)

卜一一1一5一ー-ー一20 代代 16 
年代 I35 
(0.251 ) 

20 -30 

30 -40代 9 

大正以前 23 
居住時期

昭和1坪以前 21 
(0.348 ) 

10年以内 6 

1 人 16 

家族数 2 - 3人 18 

(0.230) L 4 - 5人 22 

6人以上 14 

建物被害程度l卜柱が傾く 3 

(0.218) 家が傾く 18 

家が倒壊 39 

家肢の死・，rw，i Ij: し、 8 

(0.251 ) いいえ 52 

避難行動 広域避難行動 35 

(0.162) 退避行動 25 

と考えることができょう。図32に避難所要時間を

示す。広域避難行動では flO"-30分Jが最も多い

が，その他の時間も少なくない。一方の退避行動

では f5分以内」が5割に近く，さらに所要時間

の増加につれて，その比率の減少は著しい。つま

り退避行動では自宅近くの場所へ避難し，広域避

難行動ではやや遠方への避難を強いられたことを

示すものである。

数量化 I類を用いて，避難所要時間に関連する

要因の影響度合を検討する。解析の結果，年令，

居住時期，家族数，建物被害程度，家族の死・重

傷の有無，避難行動の種別が避難所要時間に大き

く係わっている。重相関係数は 0.542，平均避難

所要時間は16分である(図33)。

カテゴリーウエイト
-10 。 10 

図33 数量化 I類による避難所要時間の要因
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図34 避難経路(福井市)

年令が高くなるにつれて，避難所要時聞が短く

なる。先に数量化 I類で高年令ほど避難が早いこ

とをみた。そしてこの年令の背後に乳幼児や高齢

者の有無といった家族構成が関連する可能性を述

べたが，この避難所要時間でも全く同様な効果が

現れたものと考えることができるかも知れない。

居住時期が地震発生の10年以前では，近くに避

難場所を求めている。このような属性の人々は居

住地域の地形や市街地状況を理解していることが，

この傾向の一因であると思われる。

建物被害の程度が大きくなるほど避難所要時聞

が長くなる。不安意識の増大がもたらす影響であ

ろう。

家族数が一人とは，回答者の属性から学生であ

ることが推察できる。このような若い男性の行動

能力が r¥、つでも，どこへでも避難できる」とい

う余裕を生じ，それがために近距離の避難になっ

たものと推測するO だが，家族が2人以上では人

数の増加につれて避難時間は短かくなる。これは

年代と同様に弱者の有無が避難距離を制約してい

るのではなかろうか。

家族に死者や重傷者が発生すると，避難所要時

。蛾減

・自宅

。避難場所

o 300m 
'--‘ーー圃闘.... ーー-'

図35 避難経路(丸岡町)

聞は長くなる。建物被害と同様に不安意識の増大

がその理由の一つであろうが，もう一つには，こ

れらの人々は移動が容易でなくなり，歩行速度の

低下をきたすことも作用しているものと推量する。

以上のアイテムのうち，特に避難所要時間に強

い関連を示したのは，居住時期である。つまり居

住した年月が市街地状況の認識の程度の差を表し

ているものと思われる。

地震から 3時間後までに，通過した経路を地図

指摘法により求めている。福井市で15名，丸岡町

では28名の避難経路が判明した(図34，35)。

そのほとんどが延焼地域であるため，火災からの

避難経路と考えてよい。避難経路を概観すれば，

両地域とも自宅から避難場所まで最短経路を通過

していることが指摘できる。また福井市では避難

場所として足羽川の河川敷を選択した者が多い。

1923年関東地震の隅田川周辺の死者が多かったこ

ととも考え合わせると，人々の火に対する水の意

識が理解できる。だが大火の場合には，いわゆる

水上を火が走ると言われ， 1923年関東地震でも隅

田)11で多くの死者を生じている。河川敷が狭い場

合には大火災時には必ずしも安全とは言えないこ
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図36 人混みや車などで混雑していた場所
(福井市)

とを指摘しておきたい。

さらに避難経路のなかで， i人混みや，乗物な

どで混雑していた場所」を求めている。図36は，

福井市のそのような場所 6個所を示したもので

ある。また丸岡町でも 2個所指摘されたが省略

する。福井市と丸岡町を比較すると，福井市の方

が混雑した場所が多く指摘されている。火災の規

模が大きくなればなるほど，この現象が各地で現

れることが理解できる。現在の大都市に避難勧告

が全地域に一斉に伝達され，多くの住民がそれに

従った場合に，この現象が現れることは言うまで

もない。その意味で広域避難シミュレーシ?ン手

法による経時的な群集流動の把握は重要である。

(4) 同行者と携帯物品

避難場所までの同行者は(図37)，広域避難行

動では「一人で」避難した回答者がほとんど存在

せず i家族といっしょに」避難した者が9割を

占めている。退避行動でも同様に「家族といっし

ょに」が7割と多いが， i一人で」も 2割程度い

る。さらに両避難行動とも「近所の人といっしょ

1 人で

家族と

近所の人と

その他

o 20 40 60 80 100 % 
】広域避難場所 N=43 
退樹子動 N=27 

図37 同行者

何も持たず

貴重

衣

食 料

寝 具

家 具

その他国
1¥¥11 

o 20 40 60 80 100 
困広域避難場所 N=41 
退断T動 N=28 

図38 携帯物品

に」避難する者が少なくない。全体的にみれば広

域避難行動は家族を中心に周囲の人々と行動を共

にする傾向が強い。退避行動では家族を中心に行

動することに変わりがないが，単独での行動もい

くらか見られている。いずれにしても家族が一体

となって行動することは避難が時期的に遅れたと

自覚している者の，その遅れた理由でも窺える。

つまり広域避難では17名(広域避難者46名のうち;)， 

退避行動では 11名(退避者 44名のうち)が避難

が遅れたと思っている。そのうち前者で6名，後

者で4名が，その理由として「家族がそろってい

なかったのでJを挙げていることからも推察できょう。
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アイテム
サンフ。ル数 一1.。

カ7 ゴリーウエイト

(偏相関係数)
カテゴリー 。 1.0 

大正以前 20 

居住時期
昭和12年以前 29 ，0目186)
10年以内 20 

人 7 

家族数 | 2 - 3人 20 

(0.279 ) 4 - 5人 26 

6人以上 16 

柱が傾く 5 

建物被害程度
家が傾く 23 

(0.161) 
伊l 壊 41 

家族の死・重傷 i土 b 、 10 

(0.193 ) いいえ 59 
回目

図39 数量化E類による退避行動の有無の判別

避難時に持ち出した物についてみると(図38). 

まず「何も持ち出さなかった」者が広域避難，退

避行動ともに過半数に達する。広域避難では，携

帯品の中でも携帯し易くしかも価値の高い「貴重

品」を持ち出そうとする傾向が強く，さらに重量

の軽い物が携帯されている。一方の退避行動では，

以上の傾向は見られない。これは退避場所が避難

距離からみて自宅近くであることによるものと考

えてよいであろう。なおこのような傾向はいずれ

の避難行動においても徒歩で避難している影響が

大きい。

8. 2 退避行動の有無

地震により顕著な一次被害を受けた人々のなか

でも退避した人としない人がいる。それでは退避

者と非退避者は個人属性等のいかなる要因によっ

て分かれるのであろうか。

退避行動を起こした者を退避者とし，自宅が延

焼せずにしかも「避難しない」と答えた者を非退

避者とする。この分類にしたがって対象者を分離

すると，退避者が35名，非退避者は39名であり，

概して退避した人が多い。

これらの人々について退避行動の有無を数量化

E類により要因分析する。図39に示すように退避

の有無に関連の深いアイテムは，家族数，居住時

期，建物被害程度，家族の死・重傷の有無である。

相関比0.156. 誤判別率はおよそ35%である。カ

テゴリーウエイトは正が避難性向を示す。

居住時期が長くなれば市街地状況の認識が深ま

り，地域の不安が少なくなることが考えられる。

そのために長期居住者ほど退避行動を起こさない

ようになる。 r大正期以前jや「昭和12年前Jは
この傾向を示すが r10年以内jは示していない。

これは r10年以内」が家族に死・重傷者のいる割

合が高い影響である。

家族数が増加するほど退避する傾向がある。家

族数が多くなればなるほど，家族に弱者がいる可

能性が高くなり，余震による新たな被災を恐れて

一時的に退避するものと推量する。

家族の死傷は人々にとって最大の関心事である。

ましてや地震という思いも寄らぬ災害で生じた事

故であるだけ，その直後の悲しみは大きし、。この

ような家族の不幸が一時的な退避さえも考えさせ

ないのではなかろうか。
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建物の被害程度との関係では，家が倒嬢するか

否かで退避の有無が分かれる。この理由として，

一つには 6章の人的被害で見たように自宅の倒壊

により死傷者の発生が著しく，特に負傷者の半数

は歩行が困難になっていることが挙げられる。ま

た一つには先述のように退避時に携帯する物品と

して食料品や寝具が少なくない。自宅が倒壊する

状況ではこれらの物品の搬出が極めて困難で、ある

ことも退避を妨げているものと思われる。このよ

うに自宅の被害程度は人的・物的被害による退避

の難易をもたらす素因になっている。

9 結論

地震や風水害に限らず多くの防災対策は，被災

実態の把握を通してのみ講じられる性格を持って

いる。それゆえ過去を遡って災害事例を再調査す

ることは，関東地震の被害が未だに取り上げられ

るように数多い。ところが時代を経た災害につい

ては，その実態が過去の文献に残されたものしか

入手できない。ごく最近になって研究が活発にな

った人間行動を対象にした学問分野では，限られ

た被災体験記・談しか残されていないのが実情で

ある。しかもそれらは精粗まちまちであり，研究

資料足りうるものは少ない。よって本論がアンケ

ート手法によって30数年前の被災時の行動を含め

た被害実態を把握することが可能であることを示

した意義は大きいと考える。以下に本研究で得た

主な結論を示す。

(1) 木造建物が「壁にヒビが入る」程度の被害で

も，その4割の屋内で重量家具が移動や転倒を起

こす。

(2)揺れの最中の室内における平均行動件数はお

よそ1件であり，震度6での平均行動件数3件と

比較して少なく，強い揺れによって行動が制約を

受けた。

(3) 揺れの最中の室内行動は，建物倒壊率が6割

に達するため「外に飛び出す」行動が顕著である。

だが建物が「大きく傾くJあるいは「倒壊する」

状況では，この行動が制約された。

(4) 揺れの最中の室内行動を積極的防災行動と消

極的防災行動に分類すれば，側で火気器具を使用

中であったり側に人がし、た者，さらに日常生活で家庭

の中心的役割を担っている人々や男性が積極的防

災行動を起こした。また建物被害が「倒壊」へと

顕著になるほど，積極的防災行動が起こせなくな

った。

(5) 死傷者発生率はおよそ1割に達しTこむ近年の地

震による負傷者発生率と比較すれば，震度が一段

階上昇すると，死傷者発生率を1オーダー上げる

傾向がある。

(6) 体力的に劣る10才未満の年少者，高齢者の死

傷は周囲の人々の保護行動が充分に発揮できなか

ったことによる。

σ) 死傷はその7割近くが揺れの最中に発生した。
死傷の原因は家の倒壊がそのほとんどを占め 1

ヶ月以上の重傷者は負傷者の20%に上った。

(8) 負傷部位は足周りが多く，歩行困難あるいは

歩行不能になった者は負傷者のほぼ半数に及ぶ。

(9) 30代は積極的防災行動を起こす傾向があり，

そのために負傷者発生率は体力的弱者とともに高

くなった。

帥 以上のように物的・人的被害が顕著であった

ために，外出者の多くが家族の安否を求めて，ま

ず始めに帰宅行動をとった。

ω 地震直後の自宅内では回答者の半数が負傷者
等の動けなくなった家族を救助した。

問福井地震においても近隣住民の闘で愛他的行

動が生起し，家屋の下敷きになっている人を3割

の人が救助した。また近隣住民と協力した消火活

動や救助活動も活発であり，この行動の背景に日

常生活の中で培われた共助意識と他人の災厄を見

捨てておけない人道的な意識がある。

側避難行動は災害形態によって異なり，退避行

動と広域避難行動に分類できる。退避行動は家屋

の顕著な破壊により，また広域避難行動はおよそ

100 mまで接近した火災により生じた。そのため

退避行動では自宅近くの場所へ地震直後に避難し，

広域避難行動ではやや遠方への避難を強いられたo

M 避難に際しては周囲の人々(他人)の言動に

左右されずに自分自身によって決め，また避難行

動は家族ごとに行われた。

Q5) 避難を開始する時期は，家族数や発震時の居

場所の影響が大きい。すなわち家族数の少ない者
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ほど，また発震時に自宅にいた者ほど早めに避難

を開始した。

回避難場所までに要した時間は約16分であり，

当時の福井市や丸岡町の住宅密集市街地の大きさ

を物語っている。この避難所要時聞からみて，自

宅の被害が柱が傾く程度の人は近くに避難し，居

住時期が10年以内の者は比較的に遠くまで避難し

た。一方，家族に死者や重傷者のいる者は避難所

最後に，調査の意図を理解され，快く回答を寄

せられた住民の皆様に謝意を表する。

文献一覧

1) 小坂和子

1979 宮城県狩弛震における負傷者の発生と医

療・救急の諸問題，都市計画別冊昭和

54年度 知4回学術研究論文集pp.319・

要時聞が長い。 324。

間 避難した場所までほとんどの人が徒歩で最短 2) 望月利男・宮野道雄・松田磐余

経路を経由している。特に福井市では避難場所と

して足羽川の河川敷を選択した者が多い。

同延焼市街地の規模が大きくなるほど人混みや，

乗物などで混雑していた場所が増加する。

同退避行動は，家族数が多い人がその行動を起

こす傾向があり，家族内の弱者の存在がこのよ

うな影響をもたらしている。だが家族に死者や重

傷者がし、ると，退避行動を起さなL、。

現在の都市における居住環境の現象面を捉えれ

ば，建築物の高層化，核家族化，室内に溢れる家

具・調度類などがある。これらは従来の震度と人

的被害との定量的関係を上方に押し上げる効果を

もたらすであろう。すなわち高層化は震度そのも

のを上げ，核家族化は子供の保護を困難にしさ

らに家具・調度類は凶器と化す。今後は以上のよ

うな社会的都市環境をも人間行動や人的被害の要

1983 比聯句最近の地震による人的被害の実態，

総合都市研究第17号， pp .77・840

3) 堀内三郎他

1975 1974年伊豆半島沖地震調査報告(その 2)

日本建築学会論文報告集第234号，

pp.51・59。

4) 近江隆他

1978 '78宮城県沖地震における被震時人聞T

動の研究(I)，日本建築学会論文報告

集第307号， pp .122・134。

5) 大鯖ひとみ・太田裕

1980 地震に伴う人間行動の実態調査(2 )， 

地震第2輯第3巻， pp・199・2140

6) 塚越功他

1984 日本海中部地震における人間行動，都市

計画別冊昭和59年度 第四回学術研究

論文集，pp・349・3540

固として分析に加えていくことが必須である。 7) 貴裕良雄

次ぎに地震後の人間行動に関する今後の課題を 1984 地震時の住民の災害対応行動分析，都市

考えてみよう。上述のように現実の都市環境は，

地震災害時に極めて危険となる状況を形成してい

ることは明白である。その上，地震火災を考えれ

ば木造建物市街地の連担は，住民の通常の行動領

計画別冊昭和59年度第19回学術研究

論文集， pp .355・3600

8) 小坂俊吉・塩野計司

1982 地震による負傷者について，総合都市研

域をこえて災害を拡大させうるものとなっている。 究第17号， pp・85・108。

しかもこのような状況を一朝一夕には改善するこ 9) 宇佐見龍夫

とが難しいのも事実である。そのために我々研究 1975 資料 日本被害地震総覧，東京大学出版

者が既往の災害時の行動を原点、に捉えつつ，現代

住民の災害時の行動を推測して，その問題点を提

起していくことが今後に為すべき課題の一つでは

なかろうか。

会 pp・233・234。

10)北陸震災調査特別委員会

1951 昭和2拝福井地震震害調査報告E建築部

r~， pp・30・330

11)河角広編



堀口他:地震時の人間行動に関する研究 85 

1973 地震災害，共立出版， pp .215-2160 17)小坂俊吉・堀口孝男

12)望月利男・宮野道雄 1985 地震浸水時の広域避蛸子動都市計画別

1979 木造建物の諸性状と地震被害の関係につ 冊昭和6咋度第0回学術研究論文集

いて，総合都市研究第8号， pp・131・ pp・61-660 

1440 18)東京消防庁

13)東京都

1973 安政江戸地震災害誌。

14)東京天文台編纂

1977 理科年表，丸善。

15)塩野計司・小坂俊吉・加藤 雅

1983 1983年日本海中部地震の負傷者，総合都

市研究第20号'，pp・153・1670

16)望月利男・宮野道雄・松田磐余

1982 194咋三河地震による主として商尾市の

人的被害について，第1咽自然災害科学

総合シンポジウム講演要旨集， pp .203・

2060 

1983 防災市民組織等の地震時消火活動力の現

状と対策。

19) D.O.へ、yプ(白井常ほか訳)

1975 行動学入門第3肱紀伊国屋書庖，

pp・271・2740

20)小坂俊吉・堀口孝男

1986 広域避難シミュレーション手法による大

震火災時の群集行動解析，土木学会論文

集第365号"pp・51-59。

Key Words (キーワード)

Earthquake (地震) ， Human Behaviour (人間行動)， JMA Intensity 7 (震度 7) 

Great Fires (大火災)， Fukui City (福井市)， Maruoka-cho (丸岡町)




